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研究論文 
 
非正規雇用と「多様な正社員」 
 
Non-Regular Employment and the Possibility 
of Diversification of Regular Employment 
 
青 山 悦 子 
Etsuko AOYAMA 
 
＜要 約＞ 
近年、非正規労働者が拡大する事によって、様々な非正規に関連する問題が注目されるよ
うになった。なかでも正規労働者との処遇格差の問題は深刻な問題になっている。そのため、
正規労働者と非正規労働者の二極化を解消するための方策として、両者の中間的な形態とし
て、「多様な正社員」モデルが普及・拡大されようとしている。「多様な正社員」については、
以前より、勤務地限定正社員あるいは職種限定正社員として導入している企業は存在してい
た。しかし、今回の政府による本格的な規制改革に向けた検討では、多様な雇用を認める仕
組みを強化する、すなわち「多元的な雇用システム」の構築が強力に推進されている。 
 そこで本稿では、労働の規制緩和が急速に進行している状況下、政府によって提案されて
いる「多様な正社員」モデルが、正規と非正規の中間的な形態として、規制改革会議雇用ワ
ーキンググループが主張しているような特に非正規の雇用の安定などにつながるものとして、
その役割を果たしえるのかという点について検証することが課題となる。そのため、先ず、
非正規労働者が置かれている現状を検証したうえで、非正規労働者に対して現在進められて
いる法規制の動向を跡付け、そのあとで規制改革会議雇用ワーキンググループが提案してい
る「ジョブ型正社員（限定正社員）」について検討を行った。 
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多元的な雇用システム 
 
 
1 はじめに－問題の所在 
 
 現在、パート、契約、派遣などの非正規労働者は依然として増え続けている。総務省統計
局「就業構造基本調査」によると、2012 年、役員を除く雇用者のうち非正規労働者は全体で
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約 2043 万人となり、初めて 2000 万人を突破した。全体に占める非正規労働者の割合も過去
最大の 38.2％に達している。男女別では、男性は 22.1％、女性は 57.5％を非正規労働者が占
めるまでに至り、男女ともに上昇が続いている。なかでも女性の非正規労働者の割合は、こ
の 20 年間に 39.1％から 57.5％へと 18.4 ポイントも上昇しており、非正規労働者の約 7 割弱
は女性が占めているというのが現状である。 
 このような状況のなかで、非正規労働者の質的変化や企業の活用方法の変化もあって、非
正規労働者の雇用の不安定性、正規労働者との処遇の格差、教育訓練・能力開発等の格差が
大きな社会問題として注目されるようになった。このため、2007 年には「パートタイム労働
法」の改正、2012 年「労働者派遣法」の改正、2013 年「労働契約法」の改正などが相次いで
いる。また、正規と非正規労働者との中間的な形態として「多様な正社員」の構想も政府に
よって検討され始めている。厚生労働省は、雇用政策研究会報告書「持続可能な活力ある社
会を実現する経済・雇用システム」（2010 年）、「多様な形態による正社員」に関する研究会
報告書（2012 年）、非正規雇用のビジョンに関する懇談会でのビジョンの取りまとめ（2012
年）を相次いで公表し、「多様な正社員」の普及・拡大のための有識者懇談会も 2013 年 9 月
に設置している。 
そこで本稿では、正規と非正規労働者の二極化解消のため、中間的な形態として検討され
始めている「多様な正社員」モデルが、果たしてその役割を果たしえるのかどうかの検証を
行うことを課題とする。 
 
2 非正規雇用の現状 
 
2.1 非正規雇用の拡大 
 総務省統計局「労働力調査」によると、1992 年から 2012 年の 20 年間で雇用者（役員を除
く）は 214 万人増加しているが、その内訳をみると、正規は 149 万人の減少、非正規は 362
万人の増加となっている。その結果、雇用者（役員を除く）に占める非正規雇用の割合は、
92 年の 20.5％から 12 年の 35.2％へと大きく拡大している。なかでも、女性の非正規の増加
は著しく、この 20 年間に、正規が 110 万人増加しているのに対し、非正規は 541 万人増加し
ている。その結果、女性雇用者に占める非正規の割合は、1992 年の 38.3％から 2012 年には
54.5％へと雇用者の半数を超えるまでに至っている。 
非正規の中で最も大きな割合を占めているのはパートである。この 20 年間に 170 万人増加
しているが、特に 90 年代後半以降の増加が著しい。しかしながら雇用形態の多様化が進行す
るなかで、1992 年には非正規の 57.9％を占めていたパートは、2012 年には 49.0％にまでその
割合を落としている。パートの属性あるいは働き方についても、この 20 年間でいくつかの変
化がおきている。 
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図表 1 就業形態別、労働者数の推移 
単位：万人 
 
役員を除く
雇用者 
正規の職員、
従業員 
パート アルバイト 
労働者 
派遣事業所
の派遣社員 
契約社員 
・嘱託 
その他 
1985 年 3,999 3,343 360 139 - 156 
1986 年 4,056 3,383 381 142 - 150 
1987 年 4,048 3,337 414 147 - 150 
1988 年 4,132 3.377 443 156 - 156 
1989 年 4,269 3,452 468 188 - 161 
1990 年 4,369 3,488 506 204 - 171 
1991 年 4,536 3,639 522 212 - 163 
1992 年 4,664 3,705 555 227 - 176 
1993 年 4,743 3,755 565 236 - 185 
1994 年 4,776 3,805 559 241 - 171 
1995 年 4,780 3,779 563 262 - 176 
1996 年 4,843 3,800 594 276 - 173 
1997 年 4,963 3,812 638 307 - 207 
1998 年 4,967 3,794 657 329 - 187 
1999 年 4,913 3,688 686 338 - 201 
2000 年 4,903 3,630 719 359 33 161 
2001 年 4,999 3,640 769 382 45 163 
2002 年 4,940 3,489 718 336 43 230 125 
2003 年 4,948 3,444 748 342 50 236 129 
2004 年 4,975 3,410 763 333 85 255 128 
2005 年 5,007 3,374 780 340 106 278 129 
2006 年 5,088 3,411 792 333 128 283 141 
2007 年 5,174 3,441 822 342 133 298 137 
2008 年 5,159 3,399 821 331 140 320 148 
2009 年 5,102 3,380 814 339 108 321 139 
2010 年 5,111 3,355 848 345 96 330 137 
2011 年 5,129 3,327 868 356 96 357 126 
2012 年 5,154 3,340 888 353 90 354 128 
（出所）総務省統計局「労働力調査」 
注 1）1985～2001 年の数値は各年 2 月の数値である。2002 年以降は年平均の数値である。 
2）2011 年は東日本大震災により調査が困難となった 3 月から 8 月までを補完推計した参考値によって求め
た数値である。 
 
先ず第 1 は、パートの年齢層の変化である。女性の場合、もともと 35 歳から 54 歳層の主
婦が主流で、その割合は 1992 年には女性パートの 69.1％（362 万人）を占めていたが、2012
年にはその割合は 53.8％（426 万人）にまで低下している。代わって 55 歳以上層が増加し、
全体の 30.8％を占めるまでに拡大し、さらに若年層（15 歳～34 歳層）も増加している。 
第 2 は、男性パートの増加である。その数は、30 万人から 97 万人に増え、パート全体で
は 5.4％から 10.9％へと広がっている。 
第 3 は、パートとして働いている理由の変化である。厚生労働省「パートタイム労働者実
態調査」（2012 年）によると、「主たる稼ぎ手ではないが何らかの家計の足しにするため」が
56.0％と最も高く、その内訳については、「生活を維持するためには不可欠のため」が 49.2％
と最も高く、次いで「子どもの教育費や仕送りのため」26.8％、「住宅ローン等の返済の足し
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にするため」15.7％と続いており、経済的要因で働かざるを得ないパートが多くなっている
ことが分かる。 
第 4 は、パートという雇用形態を選択した理由（複数回答）についてである。同上の 2012
年調査では、「自分の都合の良い時間に働きたい」55.8％、「勤務時間・日数が短いから」35.2％
などが理由として多いが、それらの理由のほかに、本来は正社員を希望していたが「家事・
育児の事情」、「募集がみつからなかった」、「採用されなかった」、「体力的・精神的に難しい」
など「不本意型のパート」も 46.1％存在していることが注目される。 
次に契約社員についてみてみると、この 20 年間で、嘱託を含めた形ではあるが、176 万人
（「その他」も含む）から 354 万人へと 178 万人増加し、その割合も非正規の 19.5％を占める
までに拡大している。 
契約社員は、本来、有期雇用ではあるが、フルタイム型の働き方をしており、総務省統計
局「就業構造基本調査」（2012 年）によると、「複合サービス事業」、「サービス業」、「運輸業、
郵便業」で契約社員を多く活用していることが分かる。 
契約社員についての実証研究はあまり行われていないのが実態であるが、近年企業に対す
るヒアリング調査が少しずつ蓄積されつつある。労働政策研究・研修機構「契約社員の人事
管理－企業ヒアリング調査から－」（2009 年～2010 年 7 社のヒアリング調査）によると、契
約社員の人事管理については、「様々な職種において、様々な目的のもとで契約社員が活用さ
れており、人事管理の在り方も多様であること」が指摘されている。 
さらに派遣という働き方についてみていくと、派遣は、上の 2 つの雇用形態と同じく有期
雇用ではあるが、間接雇用である点が大きく異なっている。1985 年の「労働者派遣法」の成
立によって、派遣労働者は当初は専門的な 13 業務にのみ派遣が可能であったが、同法施行後
に改正が重ねられ、1999 年には派遣は原則自由化され、2003 年には製造業への派遣も解禁さ
れ、派遣労働者は急速に増加していった。「労働力調査」で派遣労働者単独でのデータがとら
れるようになった 1999 年以降をみてみると、1999 年の 28 万人から 2008 年には 140 万人へ
と増加している。ただし、リーマンショック以降は、派遣労働者の雇止めや「年越し派遣村」
の存在等々によって派遣という働き方に対する批判が多く出され、派遣労働者保護の側面が
打ち出された「改正労働者派遣法案」の影響もあって、派遣労働者数は 2012 年には 90 万人
まで減少している。しかし、今後派遣労働に対する規制が大幅に緩和されることが予定され
ており、それに伴い派遣労働への需要も回復することが予想されている。1） 
 
2.2 正規雇用との処遇格差 
 非正規と正規雇用との処遇格差については、近年、非正規が量的に拡大し、質的に変化し
たこともあって、大きな社会問題となっている。そこで問題となっているのは、主に（1）雇
用の不安定性、（2）低賃金、（3）教育訓練の機会が少ない等々である。そこでこの 3 点に絞
って検証していくことにする。 
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（1）雇用の不安定性 
 非正規雇用における雇用の不安定性は、有期労働契約の更新が不確実であることに起因す
る。更新が繰り返されることによって長期間雇用され続けることもあるが、更新の決定権を
使用者が握っている以上、いつ更新を拒否されるかわからないという不安は常に付きまとう。 
また近年、正規として働ける機会がなかったことによる不本意就業の非正規が増加してい
ることも問題となっている。厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（2010
年）によると、特に派遣と契約社員にその傾向が強く、派遣の場合 44.9％、契約社員の場合
34.4％は不本意就業で、その 9 割近くは正社員になりたいと答えている。しかし、非正規労
働者の転職状況を総務省統計局「就業構造基本調査」（2012 年）でみてみると、過去 5 年間
に非正規から正規に転職した雇用者は 133.4 万人でその割合は 24.2％、10 年前の 24.8％とほ
とんど変化はない。しかも女性に至ってはわずか 18.4％にしかすぎない。以下、雇用形態別
に検証していくことにする。 
 パートの場合、厚生労働省「2011 年パートタイム労働者総合実態調査」（以下、「パート調
査」）によると、パートの雇用契約期間については、「1 年」が 58.4％と最も高く、次いで「6
か月」の 26.6％で、平均すると 9.4 か月となっている。また、更新回数については平均 8.8
回となっているが、「卸売、小売業」、「情報通信業」、「金融業、保険業」、「製造業」では 10
回を超えており、短期の雇用契約が繰り返し更新されていることが分かる。また、労働契約
の更新方法については、「個々の労働者ごとに更新するかを判断する」とする事業所が 64.6％
で最も多い。                         
 パートから正社員への転換推進措置については、「実施している」事業所の割合は 41.5％、
「実施していない」事業所の割合は 56.6％で、実施していない事業所の方が多いことが分か
る。実施している事業所を産業別にみてみると、「複合サービス業」で 87.5％、「金融業、保
険業」で 73.4％と割合が高く、次いで「医療、福祉」55.3％、「電気・ガス・熱供給・水道業」
49.8％、「生活関連サービス業、娯楽業」49.2％と続いている。実施方法（複数回答）につい
ては、「正社員を募集する場合、その募集内容をパートに周知している」が 58.7％で最も多く、
次いで「正社員のポストを社内公募にする場合、パートにも応募機会を与えている」41.1％、
「試験制度等、正社員転換制度を導入している」37.1％、「その他（例えば正社員として必要
な能力取得のための援助等）」12.7％と続いている。パートの場合、業種によってはパートの
基幹化が進行していることもあって、正社員への転換措置は、正社員への転換を希望してい
るパートにとってはモチベーションを高めることにつながるといえる。ところで、パートの
転職状況については、総務省統計局「就業構造基本調査」（2012 年）によると、過去 5 年間
に 208.5 万人のパートが転職しているが、その 68.2％は同じくパートに、正社員に転換した
のは 14.6％、約 30.4 万人のパートにすぎなかった。 
次に、契約社員についてみてみると、雇用契約期間については、総務省統計局「就業構造
基本調査」（2012 年）より、「6 か月超 1 年以下」が 42.3％で最も多く、次いで「1 か月以上 6
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か月以下」20.8％、「1 年超 3 年以下」17.5％と続いており、1 年以下の短期契約が全体の 63.1％
を占めている。雇用契約期間の更新については、8 割強が「更新あり」で、更新回数の内訳
では「3～5 回」が 30.2％で最も多かったが、6 回以上の層も 33％存在しており、雇用契約を
何回も更新しながら長期間働いている層が多いことがわかる。 
労働政策研究・研修機構の「契約社員の人事管理－企業ヒアリング調査から－」（2010 年、
以下、「企業ヒアリング調査」）でも、同様な結果が出ている。契約期間は 1 年契約がほとん
どであった。契約更新については、「過去に雇止めの例はなし」、「原則として更新」、「特段の
問題がなければ更新」、「雇止めの例は少ない」、「大半が更新」といった企業が多い中で、「人
事評価に基づき更新」、「最長 5 年が上限」、「正社員登用できなければ契約終了」といった運
用をしている企業もあり、契約社員の活用目的によって幅があることがわかった。 
正社員への登用・転換については、①原則として正社員登用はない、②選抜による正社員
登用制度を設けている、③もっぱら試行的雇用を目的としているため、7～8 割が正社員登用
される、④原則として全員を正社員転換するなど、採用目的によって大きな幅があることが
指摘されている。しかし、近年、契約社員の正社員への転換希望は増加しており、厚生労働
省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」によると、その割合は、1999 年の 19.0％から
2010 年には 43.1％へと増加している。しかし、この 5 年間に転職した契約社員 79.3 万人のう
ち、正社員に転換できたのは、35.5％に当たる 28.2 万人にとどまっている。 
派遣の場合は、厚生労働省「2012 年派遣労働者実態調査の概況」（以下、「2012 年派遣調
査」）によると、派遣契約期間は、「2 か月を超え、3 か月以内」が 42.2％と最も多く、次いで
「3 か月を超え 6 か月以下」が 17.3％、「6 か月を超え 1 年以下」14.8％と続いている。6 か月
以下の派遣契約期間が全体の 59.5％を、1 年以下が 74.3％を占めていることになり、極めて
短期の雇用契約が結ばれていることが分かる。派遣労働者が就業している事業所の通算派遣
期間で見ても、「1 年を超え 3 年以下」が 31.7％と最も高く、次いで「6 か月を超え 1 年以下」
20.1％、「3 年を超える期間の定めがある」17.2％と続いており、事業所を転々としながらの
働き方であることがうかがえる。さらに派遣契約の中途解除について、「したことがあった」
と答えた事業所は全体でみると 19.9％であったが、派遣労働者の採用人数が比較的多い、100
人以上の場合は 43.4％、30～99 人の場合 48.8％と、かなり高い割合で派遣契約の中途解除が
行われていることがわかった。さらに派遣から正社員への転換制度については、採用してい
る事業所の割合は 13.0％で、このうち過去 1 年間に派遣から正社員に採用した事業所はわず
か 1.7％にしか過ぎなかった。しかし、契約社員のケースと同様、厚生労働省「就業形態の多
様化に関する総合実態調査」によると、正社員への転換希望者は、1999 年の 20.2％から 2010
年には 44.0％へと大幅に増加している。 
 
（2）低賃金 
 非正規を雇用する最大のメリットは、人件費が割安であることである。正規と非正規の賃
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金格差については、非正規は勤続年数が上昇しても、賃金は横ばい状態でほとんど上がらな
いため、格差が拡大していくことは周知のとおりである。また近年は、「生活を賄う主な収入
源になっている」非正規の割合が上昇しており、非正規の低賃金は、ワーキングプアの問題
をはじめとして大きな社会問題となっている。そこで以下、雇用形態別に非正規の賃金につ
いて検証してみることにする。 
 
図表 2 雇用形態、性、年齢階級別賃金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）厚生労働省「平成 24 年賃金構造基本統計調査」 
パートの賃金については、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2011 年）より、一般労
働者とパートの 1 時間当たりの所定内給与額を比較してみると、一般の男女を各々100 とす
ると、男性パートは 65.4、女性パートは 69.2 である。さらに男性の一般労働者を 100 とする
と、女性のパートは 50.7 と約半分で、性と雇用形態による二重の差別を受けていることが分
かる。所定内給与額に年間賞与その他特別給与額を加えると、格差はさらに拡大していくこ
とになる。またパートの所得分布を、総務省統計局「就業構造基本調査」により見てみると、
2012 年時点で、パートの 49.0％（女性パートの場合は 51.5％）は 100 万円未満、91.5％（同
93.0％）は 199 万円以下で、かなり低い水準に分布が集中していることが分かる。さらに諸
手当についても、人材活用の仕組みや運用が異なるからという理由で、通勤手当以外はあま
り支給されていないのが現状である。 
 ところで近年、パートの戦力化が進行し、正社員と同じ業務を行っているパートが増えて
いる。前述の「パート調査」（事業所調査）でも、正社員と職務が同じパートの雇用管理の状
況を新規調査項目として検証しているが、それによると、「正社員と職務が同じパートがい
る」と答えた事業所の割合は 16.7％で、そのパートの基本給については、「正社員の算定方法
（制度・基準）とは異なる」が 64.9％、「正社員と同様の算定方法に基づいている」はわずか
14.1％であった。正社員と同じ職務を行っているパートに対する役職手当、賞与、退職金の
支払い状況は、それぞれ 17.4％、56.2％、26.6％であった。さらに正社員と 1 時間当たりの基
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本給を比較すると、「正社員より低い」が 61.6％と最も多く、「正社員と同じ（賃金差はない）」
は 27.9％であった。正社員より低いと答えた事業所の基本給の水準は、「正社員の 8 割以上」
が 27.8％、次いで「正社員の 6 割以上 8 割未満」が 26.9％と両者に 5 割以上が集中している。
職務が同じにも拘わらず基本給が低い理由（複数回答）については、「パートは勤務時間の自
由が利くから」48.6％、「正社員は企業への将来的な貢献度の期待が高いから」36.5％、「そう
いった契約内容でパートが納得しているから」35.2％と、実際行っている職務の内容とは異
なった面で格差がつけられていることが分かった。 
 契約社員の賃金制度については、前述の「企業ヒアリング調査」によると、いくつかのパ
ターンがあり、統一的な特徴は見いだせていないが、一般的な正社員と比べると賃金制度は
大きく異なっている。例えば、百貨店で採用されている契約社員の場合、担当業務は正社員
の担当業務と明確に切り分けられており、役割期待も異なっているため、賃金項目は正社員
と同じく、基本給（昇給あり）、手当、基準外賃金（時間外手当、通勤手当が該当）、賞与か
ら構成されているが、テーブルすなわち賃金額が異なっている。契約社員に対しては、正社
員と同じく人事評価の仕組みとして、職能考課と実績考課が行われている。職能考課は基本
給の改定及び契約更新の可否の基準とされ、実績考課は賞与に反映されている。 
 契約社員の年間収入については、厚生労働省「有期労働契約に関する実態調査」（2011 年）
によれば、「100 万円超～200 万円以下」33.0％、「200 万円超～300 万円以下」26.0％で、この
両者に約 6 割が集中していることが分かる。ただし、契約社員の働き方はフルタイム型が主
流であることもあって、仕事に対して約半数が不満をもっており、その理由も、「賃金水準が
正社員に比べて低いから」が最も多く 45.2％、次いで「頑張ってもステップアップが見込め
ないから」44.6％、「賃金の絶対水準が低いから」43.4％と続いており、賃金関連の不満が多
く出されていることが分かる。したがって、現在の労働契約で最も改善してほしい点につい
ては、「賃金等の労働条件を改善してほしい」が 29.2％で最も多く、次いで「現在の有期契約
のままで更新を続け、長期間働きたい」22.0％、「正社員として採用してほしい」19.0％など
雇用の不安定性に関わる回答が続いている。 
派遣の賃金については、「2012 年派遣調査」によると、時間給で「1000 円～1250 円未満」
が 29.9％と最も多く、次いで「1250 円～1500 円未満」と「1000 円未満」が 20.2％で、1500
円未満に 70.7％が集中していることが分かる。時給 2000 円以上の層はわずか 8.3％にしか過
ぎない。派遣の種類別では、登録型の平均賃金が 1263 円であるのに対して、常用雇用型 1432
円で若干高いことが分かる。この賃金額の評価について、「満足している」は 34.9％で、「満
足していない」（35.1％）と「どちらとも言えない」（27.2％）を合わせると 62.3％で、賃金額
に対する満足度が低いことが分かる。賃金に満足していない理由については、「派遣先で同一
の業務を行う直接雇用されている労働者よりも賃金が低いから」が 29.9％で最も高く、次い
で、「業務量に見合った賃金でないから」23.9％、「自分の能力や職務内容に見合った賃金で
ないから」19.5％と続き、賃金に対する不満は大きいと言える。また過去 1 年間に、派遣先
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に苦情を申し出た苦情の内容についても、「人間関係・いじめ」の 25.4％に並んで賃金に関す
るものが多く全体の 23.0％を占めている。派遣元への要望（複数回答）についても最も多か
ったのは賃金に関するもので、「賃金制度を改善してほしい」の 56.5％であった。 
  
（3）教育訓練・能力開発の状況 
 教育訓練・能力開発の機会については、非正規の場合、正規と比べると大きな格差がある
のが現状である。非正規全体でみると、OJT と Off-JT の実施状況は、正規の半分程度であ
る 2）。 
以下、各々の雇用形態について検証していくと、パートの場合、2011 年の「パート調査」
より、教育訓練の内容については、「日常的な業務を通じた、計画的な教育訓練（OJT）」を
実施している事業所が 54.4％（正社員の場合 67.1％）で最も多く、次いで「入職時のガイダ
ンス（Off-JT）」32.1％（同 46.2％）、「職務の遂行に必要な能力を付与する教育訓練（Off-JT）」
26.5％（同 51.5％）と続き、「自己啓発費用の補助」や「将来のためのキャリアアップのため
の教育訓練（Off-JT）」は、それぞれ 10.5％（同 29.2％）、9.2％（同 35.3％）にしか過ぎない。
職場内での OJT や入職時の研修など、正規と比べ基礎的な研修が主流で、キャリア形成のた
めの教育訓練の機会が与えられていないことが分かる。 
契約社員の場合、労働政策研究・研修機構の「企業ヒアリング調査」によると、教育訓練・
能力開発の在り方については、正社員と同様に OJT や Off-JT を実施している企業が多い。し
かし他方で、入社時研修以外は能力開発をしていない、入社時以外はOJTのみというように、
正社員に比べてその機会が少ないケースも多くみられる。 
派遣の場合、「2012 年派遣調査」によると、過去 1 年間に派遣労働者に対して教育訓練・
能力開発を実施した事業所の割合は 66.8％であった。ただし、100 人以上の派遣労働者を使
っている事業所の場合は、90.9％の事業所が派遣労働者に対し何らかの教育訓練・能力開発
を実施しており、派遣労働者数が多い事業所ほど教育訓練・能力開発を実施している割合が
高いことが明らかとなった。教育訓練・能力開発の内容については、OJT が 87.9％と最も高
く、次いで「派遣元が実施する教育訓練・能力開発への便宜を図った」が 19.5％、「教育訓練
機関（事業所以外の場所）で教育訓練・能力開発を行った」が 11.0％と続き、派遣という雇
用形態の仕組みからしても、OJT が圧倒的に大きな割合を占めていることが分かる。 
 非正規雇用の場合、教育訓練投資の回収が難しい面があるため、個々の企業での対応には
限界があるという考え方が一般的である 3）。しかし、今日のように不本意型の非正規雇用が
拡大している状況下では、能力開発の機会を継続的に提供し、その付加価値を高め処遇の改
善につなげようとしている企業に対する支援は不可欠となってくるだろう。 
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3 非正規雇用に関する法改正 
 
3.1 パートタイム労働に対する規制 
 1993 年に制定された「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（以下、「パートタ
イム労働法」）は、我が国初のパートに対する雇用管理の改善を目的とした労働法であったが、
厚生労働省の行政指導のための根拠規定の枠を超えられず、しかも雇用管理の改善について
は事業主の努力義務が求められるという程度で、十分な機能を果たしてこなかったといえる。
しかし、「パートタイム労働法」は、附則において 3 年後の見直し規定が明記されており、施
行後もパートタイム労働政策について、研究会、審議会等で様々な検討が行われ、15 年経過
して初めて抜本的改正にこぎつけ、2008 年 4 月より改正法が施行されている。 
 改正法で最も注目されたのは、パートを①職務（仕事の内容及び責任）、②人材活用の仕組
み（人事異動の有無及び範囲）、③契約期間の 3 要件によって、4 類型化し、賃金、教育訓練、
福利厚生のそれぞれについて均衡処遇確保のために、事業主が講じる措置が求められた点で
ある。しかし、第 1 類型の「通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者」のみが、「パー
トタイム労働者であることによる差別的取扱いの禁止」が定められ、それ以外のパートは、
通常の労働者と 3 要件を比較することで、「実施義務・配慮義務」、「同一の方法で決定する努
力義務」、「職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務」がそれぞれ求めら
れたにすぎない。実効性はほとんど期待できないといえる。しかも、改正法第 8 条の 3 要件
に該当するパートはわずか 0.1％にしかすぎなかったのである 4）。 
実際、筆者が行ったさいたまコープ、コープとうきょうのヒアリング調査 5）でも、パート
タイム労働者であることによる差別的取扱いが禁止されている第 1 類型に相当するパートは
存在しておらず、基幹化されているパートも通常の労働者と 3 要件を比較すると、「通常の労
働者と職務の内容が同じパートタイム労働者」の第 3 類型に相当し、一般パートは「通常の
労働者と職務の内容も異なるパートタイム労働者」の第 4 類型に相当することになる。した
がって、基本給、賞与・役付手当等の職務関連賃金については、両者とも「職務の内容、成
果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務」が事業主には求められるにとどまった。教育
訓練については、基幹化されているパートに対しては、「職務遂行に必要な能力を付与するも
の」について「実施義務」を、それ以外の「キャリアアップのための訓練」については、「職
務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務」が求められるにとどまった。 
 改正法の目的は、本来、通常の労働者とのバランスを考えて、パートの雇用管理上の改善
を図ることを大きな目的としており、パートの中での差別化を図ることが目的ではなかった
はずだが、結果として、パートは 4 類型化され差別化されていくことになる。また、類型化
する際の基準となる 3 要件は、大多数のパートを均等待遇から排除する手段となっている。
例えば、「職務の内容」も職務が同一であるだけでなく、「責任の程度」も通常の労働者と著
しく異ならないことが求められている。この場合、「責任の程度」とは、①与えられている権
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限の範囲（単独で契約の締結が可能な金額の範囲、管理する部下の人数、決裁権限の範囲な
ど）、②業務の成果について求められている役割、③トラブル発生時や臨時・緊急時に求めら
れる対応の程度、④ノルマなどの成果への期待度とされている。またこれらの事項の補助的
指標として、所定外労働の有無や頻度についても考慮することが明記されている。また「人
材活用の仕組み」についても、「人事異動の有無及び範囲」とあり、転勤の有無と同時に転勤
の範囲、すなわち全国転勤かエリア限定の転勤かも問われることになっている。改正法のさ
らなる改正が求められる所以である。 
その後、施行 3 年後の見直し規定に基づき、今後のパートタイム労働対策の在り方につい
て、2011 年 2 月より「今後のパートタイム労働対策に関する研究会」で検討が行われ、同年
9 月には、「今後のパートタイム労働対策に関する研究会報告書」が公表されている。同報告
書を受け、2012 年 1 月以降は、労働政策審議会雇用均等分科会でパートタイム労働対策につ
いて検討が重ねられ、6 月には「今後のパートタイム労働対策について」が報告されている。 
それによると、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保については、（1）パートタイ
ム労働法第 8 条については、①3 要件から無期労働契約要件を削除するとともに、②職務の
内容、人材活用の仕組み、その他の事情を考慮して不合理な相違は認められないとする法制
を採ることが適当である、（2）職務の内容が通常の労働者と同一であって、人材活用の仕組
みが通常の労働者と少なくとも一定期間同一であるパートタイム労働者について、当該一定
期間は、通常の労働者と同一の方法により賃金を決定するように努めるものとされているパ
ートタイム労働法は第 9 条第 2 項について、有期労働契約法制の動向を念頭に、削除するこ
とが適当である、（3）通勤手当は、パートタイム労働法第 9 条第 1 項の均衡確保の努力義務
の対象外として例示されているが、多様な性格を有していることから、上記（1）の見直しに
合わせ、一律に均衡確保の対象外とすることは適当でない旨を明らかにすることが適当であ
るとしている。 
2014 年 1 月には、労働政策審議会でパートタイム労働法の改正案をまとめ、通常国会に提
出する予定である。 
 
3.2 派遣労働に対する法改正 
 1985 年に成立した「労働者派遣法」は、成立当初は専門的な知識を必要とする 13 業務の
みが派遣対象業務であったが、その後同法は、規制緩和の流れのなかで次々と改正され、1999
年には派遣労働は原則自由化となる。さらに 2003 年には、製造業務への労働者派遣も解禁と
なり、派遣労働者は飛躍的に拡大していく。しかし、リーマンショックを契機に、大量の派
遣労働者は雇い止めにあい、年越し派遣村、ワーキングプアなどの問題が顕在化し、派遣労
働のあり方が大きな社会問題となっていった。 
 そこで、政府は法改正の議論を本格化し、同法成立後初めて、派遣労働者の保護を目的に
ルールを強化し、2010 年には改正法案が成立したが、与野党のねじれ現象の中でなかなか成
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立には至らず、修正協議のなかで、規制強化の側面が大幅に後退する形での決着となった。
最終的には、登録型派遣や製造業派遣の禁止は見送られ、2012 年 3 月に改正法は成立した。
改正法の内容については、（1）日雇い派遣（日々または 30 日以内の期間を定めて雇用する労
働者）の原則禁止、（2）グループ企業内派遣の 8 割規制、（3）離職後 1 年以内の労働者派遣
の禁止、（4）派遣労働者の無期雇用への転換促進や待遇の改善（均衡処遇の確保、マージン
率の公開、派遣料金額の明示等々）、（5）直接雇用申込みなし規定、（6）事業許可の欠格事由
の整備などがあげられる。 
 ただし、国会審議の中で付帯決議として、登録型派遣の在り方、製造業派遣の在り方、特
定労働者派遣事業の在り方について、施行後 1 年をめどに労働政策審議会で議論を開始する
こととされた。また派遣可能期間の制限が設けられていない 26 業務についても速やかに見直
しの検討を開始することとしている。この間、産業界では派遣離れが進み、派遣労働者数も
減少していく。例えば日産自動車では、製造現場の派遣労働者数を 2009 年 3 月にはゼロにし
て、その後は直接雇用の期間従業員の採用で対応していくというケース等々も、特に製造業
の現場で多数出てきた 6）。 
しかし改正法は、施行前から多くの検討課題が残されていた。厚生労働省は、有識者によ
る研究会で、労働者派遣制度の見直しを議論し、2013 年 8 月には改革案を盛り込んだ報告書
を提出した。それをうける形で、労働政策審議会は見直し作業に着手し、2014 年の通常国会
に改正労働者派遣法を提出し、2015 年春の施行を目指す予定である。今回の見直しでは、派
遣期間に上限のない「専門 26 業務」区分の撤廃、派遣期間の上限を個人ごと（従来は業務ご
と）に最長 3 年に変更などが予定されている 7）。さらに安倍首相が設置した規制改革会議の
雇用ワーキンググループでは、日雇い派遣の解禁、グループ内企業への派遣を 8 割以下に抑
える規制の抜本的見直し等々を求めており 8）、今回の「改正労働者派遣法」はわずか 1 年で
派遣制度の根幹にかかわる部分が再検討されることになった。 
 
3.3 有期労働契約に対する法規制 
リーマンショックを契機とした経済情勢の悪化の中で、大量の有期契約労働者は雇止めや
契約期間途中での解雇を経験した。改めて有期契約労働者の雇用の不安定性や処遇の格差が
大きな社会問題として認識されるようになったこともあって、厚生労働省は、2009 年 2 月「有
期労働契約研究会」を設置し、翌年 9 月には「有期労働契約研究会報告書」を公表した。そ
の後、2010 年 10 月に労働政策審議会労働条件分科会に対して、有期労働契約法制の在り方
について諮問がなされ、翌年 12 月同審議会は、「有期労働契約の在り方について」の建議を
行った。それをうける形で、2012 年 2 月厚生労働大臣は同審議会に、「労働契約法の一部を
改正する法律案要綱」について諮問し、翌月法律案要綱は承認され、8 月には「改正労働契
約法」が成立した。 
今回の改正法の趣旨は、「有期労働契約を長期にわたり反復更新してきた場合に無期労働
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契約に転換させることなどを法定することにより、労働者が安心して働き続けることが可能
な社会の実現を図る」こととされ、そのポイントは、①有期労働契約の期間の定めのない契
約への転換（第 18 条）、②有期労働契約の更新の法制化（第 19 条）、③期間の定めがあるこ
とによる不合理な労働条件の禁止（第 20 条）の 3 点である。第 18 条は、有期労働契約が濫
用されることを抑制するために、同一の使用者との間で、有期労働契約が反復更新されて 5
年を超える場合に、労働者が使用者に申し込みをすれば、使用者が当該申し込みを承諾した
ものとみなされ、無期労働契約が成立するというルールである。第 19 条は、「雇止め法理」
を条文上明確にし、一定の場合に雇止めを認めず、有期労働契約が締結または更新されたも
のとみなすとしている。第 20 条は、有期契約労働者にとって、雇止めの不安があることによ
って合理的な労働条件の決定が行われにくい、処遇に対する不満が多く指摘されていること
を考慮し、有期労働契約の労働条件を設定する際のルールを法律上明確にしたものである。
しかし、5 年を超える前に有期契約労働者の雇止めが一斉に行われる危険性、原則として半
年の空白期間を置くとそれ以前の有期労働契約を算定しなくてもよいという抜け穴があるこ
とによって無期雇用化を促進する効果は限定的であること等が指摘されている。 
この間の有期労働契約法制の検討の経緯を見ると、有期労働契約法制を整備する目的につ
いて、「有期労働契約研究会報告書」では、「有期契約労働者の雇用の安定、公正な待遇等を
確保するため、有期労働契約の不合理・不適正な利用を防止する」ことであるとして、規制
緩和から労働者保護へという流れの中で有期労働契約法制の検討が行われてきたことが分か
る。しかし、その後、労働政策審議会での議論を経て提出された建議では、この点がかなり
限定的なものへと後退していることがわかる。そして現在、「改正労働契約法」のさらなる改
正が政府によって「成長戦略」の柱として検討されている。有期雇用の期限を 5 年から 10
年に伸ばすというもので、2014 年の通常国会での同法改正を目指している。 
 
4 「多様な正社員」モデルの創設 
 
4.1 「多様な正社員」モデルの提案 
 「多様な正社員」モデルの提案は、厚生労働省の各種研究会で 2009 年末以降進められてい
る。2010 年 7 月の雇用政策研究会報告書「持続可能な活力ある社会を実現する経済・雇用シ
ステム」の公表、2012 年 3 月の「多様な形態による正社員」に関する研究会報告書の公表、
2013 年 9 月の「多様な正社員」の普及・拡大のための有識者懇談会の設置等々と続いている。
昨年の政権交代後は、政府内に設けられた産業競争力会議や規制改革会議で正規・非正規の
二極化を解消するものとして注目されている。規制改革会議は、その下に雇用ワーキンググ
ループを置いているが、労働の規制緩和については主にここで議論されている。 
雇用ワーキンググループが 2013 年 5 月に公表した報告書「雇用改革報告書－人が動くため
に－」を見てみると、総論部分で雇用改革の取組方針として「失業なき円滑な労働移動」が
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内閣の重要課題であると位置づけられており、そのためには雇用の柔軟性を高める政策が必
要であるとしている。その上で、雇用改革の三本柱の一つとしての正社員改革の第一歩とし
て、職務、勤務地、労働時間等が特定されている「職務等限定正社員」、いわゆるジョブ型正
社員を増やし、その雇用ルールの整備を早急に進めるべきであるとしている。そして各論で、
「ジョブ型正社員の雇用ルールの整備」として、労働条件の明示、均衡処遇・相互転換の要
請、ジョブ型正社員の人事処遇制度の在り方の検討を求めている。さらに別紙として、「ジョ
ブ型正社員に関する補足」が加えられており、この中で日本の正社員の特徴として、一般に、
（1）期間の定めのない雇用（無期雇用）、（2）フルタイム、（3）直接雇用といった要素で特
徴づけられるが、加えて無限定社員という性格が強いとしている。ここでいう無限定社員と
は、職務、勤務地、労働時間などの制約、限定がない社員のことで、職種・勤務地の変更、
残業などの命令を受け入れなければならない「暗黙の契約」が上乗せされている社員である
としている。さらになぜジョブ型正社員の普及が必要なのかに対しては、先ずジョブ型正社
員を、（1）職務が限定されている、（2）勤務地が限定されている、（3）労働時間が限定され
ている（フルタイムであるが時間外労働なし、フルタイムでなく短時間）と定義したうえで、
その理由を 5 点にわたって説明している。 
第 1 は、「非正規社員の雇用の安定」のため、すなわち「正規・非正規の労働市場の二極化
が問題となる中で、多様な雇用形態を作ることが有期雇用から無期雇用への転換をより容易
にし、雇用の安定化を高めることにつながる」としている。第 2 は、「勤務地限定型や労働時
間限定型をライフサイクルに応じて選択できることで、子育て・介護との両立やワークライ
フバランスをより達成しやすい働き方がより可能となる」、第 3 は、「地域限定型、労働時間
限定型の正社員が男女を問わず普及することで女性の労働参加の促進や活躍の場の広がりが
期待できる」、第 4 は、「無限定型とジョブ型を相互に移動することが可能になれば」、ライフ
サイクルに応じて相互転換が可能となり「キャリアの継続に大きな効果が期待される」、第 5
は、職務限定型正社員の場合、「自己のキャリア・強みの明確化」によって、「将来に向けた
キャリアを意識しながら『未来を切り開く働き方』を実現できる」、またかかる社員が増加す
ることで外部労働市場も拡大し、発達するとしている。 
しかし、そもそもジョブ型正社員の対極にある無限定正社員なるものは存在するのであろ
うか。無限定、無条件に残業、配転に応じる義務は正社員にはないはずである。したがって、
無限定、無条件な働き方を前提としたジョブ型正社員の提案には違和感が伴う。さらに、同
報告書では、ジョブ型正社員について、限定された勤務地、職務が消失した場合の解雇に関
する裁判例をみると、無限定正社員とは異なった判断、つまり解雇を有効とする判例が多く
みられるとして、そのようなケースでの解雇ルールの緩和を求めている点も重要である。日
本の正社員に対する解雇権濫用法理が正社員改革を困難にしてきたということで、ジョブ型
正社員を突破口として解雇ルールの緩和を推し進めようとしているのではないかという懸念
も生じる。 
非正規雇用と「多様な正社員」 青山 悦子  15 
4.2 「多様な正社員」の現状と問題点 
限定正社員の企業による活用実態については、労働政策研究・研修機構「多様な就業形態
に関する実態調査」（2010 年 8 月実施）に依拠して、現状を検証していくことにする。同調
査によると、有効回答が得られた 1610 所の事業所のうち限定正社員がいる事業所は全体の
47.9％を占め、先ず限定正社員が例外的でないことが明らかにされている。 
さらに同調査では、限定正社員を 4 つのカテゴリー、①「一般職社員」、②「職種限定社員」、
③「勤務地限定社員」、④「所定勤務時間限定社員」に分け 9）、カテゴリー別に検証している。
それによると、①のいる事業所は 32.8％、②は 23.0％、③は 11.6％、④は 5.7％で、それら
の事業所は 3 年前と比べると、限定正社員数は「ほぼ同じ人数」と答えたケースが最も多く、
この間、増えていないことがわかる。 
業種別では、限定正社員の活用割合が高かったのは、「医療、福祉」、「教育、学習支援業」、
「運輸、郵便業」、「生活関連サービス業」など、なかでも地域限定正社員の活用割合が高か
ったのは、「不動産業、物品賃貸業」、「金融・保険業」などで、総じて企業規模が大きいほど
地域限定正社員を活用している割合が高いことが分かった。業務内容については、事務・企
画部門、開発・技術部門、現業部門のいずれの部門でも、定型業務、補助的業務を担ってい
る限定正社員が最も多いことが分かった。 
次に、限定正社員の働き方について、先ず雇用の安定性の指標として勤続期間を分析して
いるが、それによると、職種限定正社員、勤務地限定正社員の勤続期間は、職種に限定のな
い正社員と非正社員の中間的な長さであることが分かった。職種や勤務地に限定のない正社
員とそれらに限定のある限定正社員、非正社員の三者の間には雇用の安定性について差があ
るということが明らかにされている。 
賃金については、所定内時給で比較すると、職種限定正社員の場合、職種に限定のない正
社員よりやや低く、非正社員よりは高い、勤務地限定正社員の場合、勤務地に限定のない正
社員と非正社員の中間的な金額であることが明らかにされている。すなわち、限定正社員の
労働条件は、働き方に限定のない正社員と非正社員の中間的な水準であると結論付けている。 
また仕事のやりがい（「仕事の内容・やりがい」に対する満足度）については、職種限定正
社員の場合、メリットの 1 つとして自分の希望する仕事を継続でき、仕事に対する満足度は
高いことがあげられているが、今回の調査結果では、「仕事の内容・やりがい」に対する満足
度は、職種に限定のない正社員が、「満足」と「やや満足」を加えると 59.5％であるのに対し、
職種限定正社員は 56.8％で、満足度は必ずしも高くないことが明らかにされている。 
仕事と生活の両立（「現在の生活全体」に対する満足度）については、勤務地限定正社員の
場合、メリットの 1 つとして転居を伴う転勤がないことにより、仕事と生活の両立がしやす
いことがあげられているが、「現在の生活全体」に対する満足度は、勤務地に限定のない正社
員が「満足」と「やや満足」を加えると 62.3％であるのに対し、勤務地限定正社員は 57.6％
で、こちらも満足度は必ずしも高くないことが分かる。 
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さらに、労働政策研究・研修機構が 2011 年度と 2012 年度に実施した企業ヒアリング調査
より以下の点が指摘されている。 
先ず第 1 に、限定正社員制度導入の背景について、以下の 3 点を指摘している。（1）正社
員の要員不足を背景として実施されている。これは金融系企業のケースで、社内で主に事務
作業や総合職のサポート業務を担当している女性社員を対象に、彼女らの職域拡大や職位の
上昇を目的に導入されている。（2）正社員の異動範囲を広げるために実施されている。これ
は製造業のケースで、事業の範囲が国内から国外へ広がるなかで、事務やサポート業務を主
に行う女性社員と、製造現場で現業業務に携わる社員が勤務地限定正社員制度を選択してい
る。（3）人件費負担を抑え、国内製造拠点の維持（国内雇用の維持）を目的として導入され
ている。このケースも製造業で、多くは製造現場の現業業務に携わる社員を無限定正社員と
比べ賃金が抑制されている勤務地限定正社員として受け入れている。 
第 2 は、賃金制度についてである。勤務地限定正社員制度を導入したすべてのケースで、
無限定正社員と勤務地限定正社員の間で処遇に差を設けていた。差のつけ方については、二
通りの方法がある。一つは、基本給に関して異なる賃金テーブルを適用する方法である。こ
の場合、転居転勤の有無を直接的に処遇差の根拠とする場合と将来の経営幹部としての可能
性への期待度を差の根拠とする場合があった。二つ目は、基本給の賃金テーブルには差を設
けず、別途給与項目を設ける場合である。処遇水準は傾向として 8 割前後の水準に設定され
ていたことも明らかとなった。 
第 3 は、正社員のキャリアの変化についてである。職域については、広がる場合と維持さ
れる場合の二通りがあった。広がったのは金融系のケースの場合、無限定正社員の要員数の
減少に対応する形で、既存の限定正社員制度の改革が行われているので、改革後は当然職域
拡大が目指されている。逆に大きな変化が見られなかったのは、製造業関連の企業のケース
である。このケースの場合、正社員の要員不足が同制度導入の背景となっていないこともあ
って、担当業務ごとに社員区分の選択が比較的明確に行われていることによるものとしてい
る。職位については、無限定正社員と比べると、すべてのケースで到達職位が低くなってい
ることが分かった。ただし、職域拡大を伴っている金融系のケースの場合、到達職位が上に
伸びており、当該区分に属したままで課長以上の職位に到達することが可能となっている。
一方、職域拡大を伴っていないケースの場合、当該区分に属したままで課長以上の職位に到
達することは制度上不可能となっている。さらに区分間の転換については、制度上は限定正
社員と正社員の双方向への転換可能性は開かれているが、区分間の流動性は高くないことが
明らかになっている。区分間を行き来し、キャリアを形成するような形での運用はなされて
いないということである。 
以上の検証結果より、限定正社員が果たして規制改革会議雇用ワーキンググループが説明
しているような役割を果たし得るのかという点について整理してみることにする。 
 先ず第 1 は、雇用ワーキンググループは、「多様な雇用形態を作ることが有期雇用から無期
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雇用への転換をより容易にし、雇用の安定化を高めることにつながる」としているが、無期
雇用への転換は必ずしも「いわゆる正社員」と同様な雇用の安定にはつながっていないこと
が明らかとなった。つまり、限定正社員の勤続年数は、有期雇用と無期雇用の中間的な長さ
で、雇用の不安定性が改善されたというレベルでは現段階ではないことがわかる。しかも、
限定正社員そのものが、正社員より解雇しやすい正社員を作り出すという構想で、雇用ワー
キンググループが主張しているような「非正規社員の雇用の安定」につながるものではない
ことがわかる。 
第 2 は、ライフサイクルに応じて、「無期雇用と有期雇用の相互転換が可能となり、キャリ
アの継続に大きな効果が期待される」としているが、現実には転換可能性は開かれてはいる
ものの、区分間の流動性は高くないことが明らかにされている。したがって、両方を行き来
することによって、キャリアを形成するような形での運用はなされていないのである。むし
ろ、無期雇用への転換を阻止する役割を果たすことになるのではという懸念も生まれる
ことになる。 
第 3 は、限定正社員制度導入の背景には、人件費抑制の要因が大きく働いていることが明
らかとなった。労働政策研究・研修機構が実施した企業ヒアリング調査では、金融業、製造
業とも限定正社員は、補助的サポート業務あるいは現業部門の業務を担っており、あえて正
社員に転換させる必要性を感じていないといえる。従って、限定正社員の賃金は、「いわゆる
正社員」と比べ抑制されていることが分かる。 
第 4 は、地域限定型や労働時間限定型をライフサイクルに応じて選択することで、「子育
て・介護との両立やワークライフバランスをより達成しやすい働き方が可能となり」、「特に
女性の労働参加を促す」とあるが、「現在の生活全体」に対する満足度という点では、勤務地
限定正社員の場合、転居を伴う転勤がないことにより仕事と生活の両立はしやすいといわれ
ているが、逆に勤務地に限定のない正社員より満足度が低いという結果になっていることに
注目すべきであるといえる。 
第 5 は、「仕事の内容・やりがい」に対する満足度に関してである。この点については、一
般的には職種限定正社員の場合、自分の希望する仕事を継続できることから、仕事に対する
満足度は高いと考えられがちであるが、職種に限定のない正社員と比べ、逆に満足度は若干
低く、満足度は必ずしも高くないことが指摘されており、この点も注目すべきであろう。 
今後、厚生労働省が限定正社員制度普及のために、どのような具体策を提示してくるのか
注視する必要があるだろう。 
 
5 終わりに 
 
2012 年以降、「改正労働者派遣法」及び「改正労働契約法」の成立・施行、今後のパート
タイム労働対策の検討など、非正規労働者の在り方が大きく問われた年であった。一連の法
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改正によって、非正規労働者の状況が改善された側面も見いだせるが、大きな流れとしては、
政権交代によって規制緩和が一層促進し、現在は、特に戦略特区での雇用規制の緩和が検討
されている。 
このような大きな流れのなかで、政府は、四つの戦略的な政策形成のための機関を設置し
ている。経済財政諮問会議、日本経済再生本部、産業競争力会議、規制改革会議である。 
本稿にかかわるテーマについては、経済財政諮問会議の第 4 回会議で、雇用・所得に関す
る「三本の矢」の一つとして、「持続的成長を牽引するための労働市場改革」が提起され、そ
こで「地域や職務を限定した正社員や専門職型の派遣労働者など、『ジョブ型のスキル労働
者』を創出すること」によって「多元的な雇用システム」を目指すことが提案されている。
また、産業競争力会議の報告書「日本再興戦略－JAPAN is BACK」のなかでは、「雇用制度改
革・人材力の強化」が挙げられており、そこで「『多元的で安心できる働き方』の導入促進」
とされているのが、「職務等に着目した『多様な正社員』モデルの普及・促進」である。労働
の規制緩和に関する議論は主に規制改革会議の下に設けられた雇用ワーキンググループで行
われているが、今回の雇用改革の議論で焦点となったのは「ジョブ型正社員」つまり「限定
正社員」であった。雇用は安定しているが長時間労働や全国転勤を余儀なくされる正社員と、
雇用が不安定ではあるが拘束性の低い非正社員の中間的な形態として拡大させようとしてい
るのである。多元的な働き方については、それが自らの意思で希望に応じた働き方が選択で
きる場合は評価も可能であるが、今回の規制改革会議雇用ワーキンググループの議論では、
解雇ルールとの関連で提案されており、事業所の閉鎖や事業・業務の縮小によって解雇が容
易となる正社員としての位置づけである。さらに限定正社員は「いわゆる正社員」とは処遇
の上では大きな格差を依然として有しており、非正規にとって「いわゆる正社員」への転換
を阻害させ、新たな格差を生み出し固定化させる懸念もある 10）。 
「労働契約法」が改正され、契約期間が 5 年を超えた場合には有期契約労働者は無期転換
への請求権を持つことが定められた。しかし無期転換して「いわゆる正社員」と同一の待遇
になることは保障されているわけではない。無期転換した社員が、「いわゆる正社員」として
ではなく、それよりも処遇の上で劣る「多様な正社員」として位置づけられることは十分想
像できる所である。 
 
注 
1）総務省統計局「労働力調査」の最新データ（2013 年 11 月）によると、派遣労働者数は 116 万人で
再び増加傾向にある。 
2) 厚生労働省「能力開発基本調査」（2012 年） 
3) 厚生労働省職業安定局「非正規雇用労働者の能力開発抜本強化に関する検討会報告書」（2012 年 12
月） 
4) 労働政策審議会雇用均等分科会「今後のパートタイム労働対策に関する研究会報告書」（2011 年 9
月） 
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5) 青山悦子「『改正パートタイム労働法』と均等・均衡待遇原則」（「嘉悦大学研究論集」53 巻 2 号、
2011 年） 
6) 「日本経済新聞」2012 年 10 月 2 日 
7) 労働政策審議会職業安定分科会労働需給制度部会「労働者派遣制度の改正について（報告書骨子
案）」（2013 年 12 月） 
8) 内閣府 HP「第 5 回規制改革会議雇用ワーキンググループ資料」 
9) 「一般職社員」とは、主として事務を担当する職員で、おおむね非管理職層として勤務することを
前提としたキャリア・コースが設定された社員、「職種限定社員」とは、特定の職種にのみ就業す
ることを前提に雇用している社員、「勤務地限定社員」とは、特定の事務所において、又は転居し
ないで通勤可能な範囲にある事業所においてのみ就業することを前提に雇用している社員、「所定
勤務時間限定社員」とは、所定勤務時間のみ就業することを前提に雇用している社員と定義してい
る。 
10) 「特集規制緩和にいかに対抗するか」（「労働法律旬報」2013 年 9 月上旬号）、33 ページ 
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